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家計調査における所得分布と 

世帯成員数との関連 :

Ross E. Mouer

I . 序 論

n . ジニー集中係数とその計算 

m . 問題の原点—— 所得水準と世帯の規模

I V .所得水準と世帯のライフ.サイクル .

V . 家族制度とその時系列的な変化

V I .社会成層的下位体系における世齋収入と世帯規模の変化 

Y f l.結 論

I . 序

本稿は，過去 1 年間に行なった筆者の家計調査研究の一部，すなわち家計調查における所得分布 

と世帯成員数との関連に関する中間報告である。維者は，主として3 つのチーマを中心に，家計調 

查研究を行なってきた。.これら3 つのチーマは，①ここで報告しようとする所得分プf?に対する世帯 

成貫数の時間的变化と空間的変化の関連，②家計調査の方法, また③大ざっぱな所得分布に対する 

社会成層的要因，あるいは社会体系め様々な下位体系(例えば，地方間. 都市規模間，産業間.年齢階層 

間，職種分類間. または企業規模間）における賞金• 所得の格差の変動の効果と影響，という3 つの間 

題領域についてである。本稿では，そのうちの1 つについての報告にとどめるととにする。しかし 

ながら，上述の3 つの領域の研究に関して，なお未解決の問題を多く残しているのは，本稿で扱う 

「所得分布と世帯成員数との開連J という領域についてである。それ故，ここでの報告は r中間的J 

でもるということも付け加えておこう。

この領域についての問題の複雑さは，英国における所得分亦を詳細に検討したリチャード，ティ

' この研究に関して，お世話になった總理府統詠局の力々にお礼をホし上げたい。特 に 山 夫 氏 ，酒井忠厳氏と丹下 

昭ダj氏には，私の矢つぎぱゃの陳腐な賀問に，何回も，こりずに答えて頂いた。彼らのご尽力のお蔭で，いくつかの落 

し/':を避けるこ，とができたのでる。その他に，物本涕栽，中鉢正美,’ Robert Evans,舟橋jl'ij道，.Solomon Levine,
§rr•陽子，Paul Winnacherの各ほのご教示をも旧き，さらに，日本労働欧会の諸施設を利用させていだだいたレここに 

心からほ謝のことばを【i化上げたい。特に本稿は，ず仙文!i先生の絶え問ないご激励と-ご指霉とrご誤解J によって< 

どうゃら提い準備期間を経て，現在の形で発!!■?することができた。本稿には様々の欠点がまだ多く残っているが，をの 

责任は私にあるのは，無論でもる- '
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家計調查における所得分★と世帯成員数とめ関遮 

トゥムス（Richard Titmuss)の研究!によゥて, すでに指}^ されているところである。チイトゥムスの 

用いた税金申告と，ここで取り扱う家計調査とは，資料としては，がなり異なっているが，世帯を 

年位として用いることに関しては共通しているといえもところで，世帯を単位：とする場合,個人 

を単位とする場合とは違い，世帯という単位自体が，内容的に，いくつも変イ匕しえるということが 

指摘できる。つまり，単なる時間的変化（例えぱ，核家族化）ぱかりでなく，どこの国にでもあるr貧 

乏人の子沢山」 という言葉が意味するように，’ この単位は，ことで行なう家計調査の変数のうち1 

クの変数（所得）によっても変わり得るのである。 こ の r貧乏人の子沢山J という言葉は，重要な 

問題を投げかけているのでちる。つまり，たとえ統計的に所#の世帯間における平等性が得られた 

にしても，貧乏人の世帯は，金持ちの世帯より，扶養人数が多いため,' そこでは，その世帯間に現 

実に存在している不平等性の問題が，かくされてしまっている。一*方，どこの社会でも，家族b 大

きさは，単にそれぞれの所得によって決まるだけでなく，時代によって，あるいは宗教等のイデォ
.

ロギーや，ライフ• サイクルによっても影，響されている。

ここでは，かかる世帯に関する問題を4 つの側面から考察し：ようとするものである。第 1 は，所 

得水準と世帯規模との関連についてである。第 2 は，世帯主のライフ，サイクルが，第 1 の関連の 

仕方にどんな影響を与えるかについて, 第 3 は，他の変数，つまり社会体ネの様々な下位体系にお 

ける所得格塞を考慮に入れて，その所得水準と世帯規模との関連どついて，そして最後に，一応の 

結論として，この家計調査の資料によやポール，ダダラス（Paul Dougrlas) の効果がどう評価される 

ぺきかということを述べるつもりでちる。そこで，次節ではまず，分析用具としてのジニー係数に 

ついて.説明しておこう。 ■ 、
■ ■ S

II. ジニー集中係数とその計算
' • . . V  ’ 、

家計調査という資料は，通常，ジニー係数を通じて，時間的に分析される。ここでもジぐー係数 

を通じて，分析を行なって、、く力' : ,，経済学の分縣においてもい乂つかのrジニー係数」が用いられ 

ているので，とこで使用しようとするrジニー集中係数J を筒単に説明しておく必要があろう。

さて, ' 第 1 図に描かれているロー レンツ（Lorenz)曲線で表わされる概念に墓づいて，ジニー係数 

とは，弧 線 0 B によって示される所得分布の現状が，直線りS で示される理想型としての完全平 

等直線からどのぐらい離れているかを明示する係数である。即ち，.ジユー係数は，完全平參直線と

注（1〉 Richard M, Titmusg, Income. Distribiim twui Social Change: A Study in CHtiokm (London： George Allen, and 
Unwin，Ltd" 1062)。チイト?>ムスは英国の税金の中告に基づいた資料と，それを用いた研梵を詳細に検討している。 

資料が税金のホ告に独づい't いるため，家評制S による資料と全くかかわウのない部分も多いが，英国の場合，世借主 

' と配偶ig-め所得が同時に含まれる共同毕告が可能なため，所得分:fpと （ホ告の単位としての）世帯成員の描成,ならび 

にその人数の化i の関速に'0 いての考察も可能セある。このことは，日本のまII.調査研究を進めていく上•??，

意味を持つと思われる。 ' '

17(755) — -



大都市の勤 

労者世帯

全®の勤労者 
B . 世帯月間の  

•■実収入J

全国の全世帯 

" ■ のr年間収入J

全国の勤労者 
D . 世帯 の f年間 

収入j

全国の勤労者 
E . 世帯毎月の  

r実収入J

1953 ‘ 2869

1954 .2938

1955 ,2989

1956 . 2934

1957 . 3049

1958 .3036 ■

1959 .3001 .
： ■

1960 .3067

1961 . 3149

1962 . 3011
1963 .3031 . 2153 .3117 . 2604 .2153

1964 .2983 .2058 ,2979 .2492 . 2058

1965 . 1980 . 2829 .2415 . 1982

1966 .‘ 2024 . 2852 . 2452 - ,2025

1967 . 2061 .2803 . 2383 .2064

1968 .1931 . 2669 . 2277 • .1.932

1969 . ,1792 ,2571 .2196 ‘ 1794

1970
•

■ .1787 . 2537 .2181 . 1789

1971 . 2586 . 2203 . 1788

(注） k .村上雑子，r財政による所得分配J ,蟹.済成長と財政金融政策』，藤野正三版宇ra川雄仁共細（ま京一動ま# 房， 

42 年 0 ガ）249 K 。

• B . 新飯flJ安 ‘前原金一- 江藤勝，f•インプレーシg ンと所得?7分配J, *■経済分折J (第39号, 昭和47ゴP 4月），p. 25. 

C . 雄者の計算- 家針調査の昭和45律年報，P.198.

■ D . 同上，p. 202.

E ，同上，p. 202. •
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第 1表 5：分位所得階級に基づく家計查のジニー係数（昭和28年から48年まで)
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まt t 調査における所得分布と世带成員数との関速 

第 1 図ローレンツ I曲線とジユー係数

ジュー係数:
直線と曲線に狭まれた面糖r/j 

三角形 O A B の面積
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家計調查における所得分ホと世帯成員数との関連 

一定の現状弧線とに囲まれた面積が，三角形O A B の面積の何パー"kントにあたるかを示している , 

したがって，曲 線 （弧線）の左上方へのシフトは，所得分布の 一 .層の平等さをもたらし， また曲線の 

右下方へのシブトは，一層の不平等さを示すことにな4 )。

第 1 表の，3：分 位 （5段階に分類した）所得階級に基づいて計算されたジニ一係数は，昭和2S年か 

ら46年までにいたるま計調查における， 大ざっぱな平等性の変勘を示している。この係数による 

と，調査の方法が大きく改正された38年と，その前年の37年の間で、かなり大きい不連続性がみら 

れるものの，3 8年以降，この 10年間，平等に向っての傾向がはっきり読み取れるととは齊定でき 

ない。この傾向をもたらした要因は様々であり，また，その上，この傾向そのものが，調査の改正 

と方法のため生じたと考えられるフシもないわけではない。以下，家族規模と家族制度の変化とい 

う要因が，この平等への傾向に関して如何なる意味を持つかを檢討していく。 ■

■ ' ' ■ , ' ■

III.問題の原点—— 所得水準と世帯規模一一

れな V、ため， 成員 1 人当りの所得は，世帯平均収A に対して逆の動きを持つようになるのである,

>±(2) ローレンツ曲線が，実際何を示すのか，果たして所得分布の状態をうまく示しているのかに関しては，疑問の金地が 

かなりあると思われる。しかし，紙面の都合上，この問題については, 別の機会に述べたいと思う。

( 3 ) 雄かに，このまの内容に関しては，微妙な差がある。第2まと第3きのデータは，共に，年問収入によって盤理され 

；ている。しかし，分類上，用いられる年間収入（ニ全世帯の場合，収入の兄航りとして，ただ1つしかない年問収入）

: は，11!滞が調查に参加しはじめるn<；îまでの過去1年間の見情りでもる。それに対して, 勤労者世带（筋1丧）の場合の 

. T実収人J の見積りは，調参加時点から6 力月問を対象としている。従って，この2つの見りの ilも>.めよ時問的にず 

. : れているのである。そのために，収入の最pr?階級の平均金額は，その举低階級のそれより, 第2まの場合, 7.11倍であ 

るが，第3まの場合15.30倍になる。しかし，どもらの場合でも，！E視すぺきは，世帯‘板摸の増加が,その世带収入の 

-■格差を半分に綿小して;しまうこと;であるS '
第4表の場合，注目されるのは，世带規摸と収入との無相関である。従って，世帯め収入と成員1人当りの収入の助 

加率は，あまり違ぃがなぃ，後に, 本稿で，館2, 3§5?と游4まとの相違i■こついてぜ!れるが，その際,|̂ $2§1|と第3お 

には，火きな違いがないので，データめ容が数ある給2まをれ、ることにする。

— - 19(726)

かである。この場合には, 世帯の規模の4 倍程の糟加が世帯の収入の約1.4 倍の増加によって償わ

第 2, 3, 4 表の如く，世帯収入別，または世帯主の定期収入別（第4表) にデータを分類して，それ 

ぞれの世帯の平均収入，世帯の平均成員数，または世帯成員1 人当りの平均収入の状態をみること 

である。 2 番目には, 第 5 表の如く世ぐ規模（成員数）圳に，その他3 つの変数の動きをみること 

である。 2 つの方法から得られた結果はやや異なったものとなる。収入別にみれば，世帯収入，世 

.帯の平均成員数，さらに成員1 人当りの収入は，どれも例外なく上昇している。その場合に成員数

の増加率は，世帯収入の増加率より遙かに低いが，その後者め増加を部分的に相殺し，その意味で
( 3 )

は，世帯間の格差を縮小しているといえる。それに対して世帯規摸別にみると,世帯収入と世帯のJ . . .  .

平均成員数はともに上昇するが，成員 1 人当りの収入は，逆に,例外的に減少していくことが明ら

所得水準と世帯規模との関連について分析を進めていく上で， 2 つの方法が考えられる。 1 つは,
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家計調查における加得分布と世帯成員数との関連

第 2 表世帯年間収入階級別にみ 'た世齋月間収入，世帯員数 

世帯有衆者及び世帯主の年齢（勤労き世帯）

(D
世*li け-MiSi 
収入1;さ級

②

11丄‘带数

③

世'lii:主の 
平がパI:船

④

J j |!1]の

(m)

⑤ 

その指数

⑥ 
世帯成貝 
の平均人 
数

⑦ 

世帯の平 

均お業お

⑧ 

その有業 

斬⑦/⑧）

⑨
世带成只1人 

当りの 
平均収入

⑩ . 

その指数

1 0:22 48.3 34,209 .1.00 2.87 1.13 .394 11,920 1.00
2 0.79 48.7 39,153 1.14 2.68 1.30 .489 14,609 1.23
3 1.52 42.4 49,510 1.45 3.19 1.31 .412 15,520 1.30
4 3.11 39.4 57,228 1.67 3.23 1.35 .418 17,718 1.49
5 4.77 37.6 65,001 1.90 3.46 1.35 .390 18,786 1.58
6 7.09 37.0 73,015 2.13 3.61 1.36 ,377 20,226 i.70
7 8.78 37.7 81,522 2,38 3.67 1.38 .376 22,213 1.86
8 9.41 37.4 90,526 2.65 3.71 1.42 .383 24,401 2.05
9 18.28 39.6 102,869 3.01 3.89 1.48 .380 26,444 2.22
10 15.09 41.4 116,436 3,40 4.02 X.53 .381 28,964 2.43
11 9.79 42.5 133.643 3.91 4.12 1.63 .396 32,438 2.72

12 6.83 44.1 143,803 4.20 4.15 1.71 .412 34,651 2.91
13 4.36 45.8 160,817 4.70 4.26 1.89 *444 37,750 ‘ 3.17
14 6.47 ■47.0 174,037 5.09 4.42 2.02 .457 39,375 ■3,03
15 2.27 48,6 219,696 6.42 4.37 2.06 .471 50,274 4.22

■ 16 1.22 50 a 243,350 7.11 4.56 2.07 .454 53,366 4.48

昭和45年の家計調査年報，pp. 108-109.

第 3 ま世帯年間収入階級別にみた世帯年間収入♦世帯成員数 

世帯有桌者及び世帯主の年齢（全世带）

① 

世帯年問 

収入階級

.②

世 帯 数  

(調整集;H-)

、③ 

世带主の 

平均年-崎

④
ゴiMiy収入 
の) i 積り 
の 平均 
,(10001<1)

⑤ 

その招数

⑥

世带成只 
の平均人
数

(7) 

世帯の平 

均☆業者

⑧ 

その有業 

率 (⑦ /®〉.

⑧
世帯成貝r人 

当りの 
平均収入
m i m i m n )

⑩ 

その指数.

1 1,11 62.1 235 1,00 ,2.41 0.62 .257 97.5 ,1.00
2 2.06 52.8 349 1.49 2:90 1.10 .379 120.3 1.23
3 2,92 48.3 449 1.91 3.28 1.42 .433 136.9 1.40
4 4.26 43.7 542 2.31 3.49 1.48 .424 155.3 1.59
5 5.91 43.0 639 2.72 3.60 1.48 -411 177.5. 1.82
6 7.23 4し1 742 3.16 3.71 1.45 .391 200.0 2.05

■ 7 8.51 41.0 844 3.59 3.75 1.48 .395 22S.1 2.31
8 8.61 40.3 944 4.02 3.82 1.55 .406 247.1 2.53
9 15,73 41.8 1,086 4.62 3.99 1,57 .393 235.1 2.41
10 13.51 43.1 1,281 5.45 4.13 1.62 .392 310.2 3.18
11 9.04 44.5 1,489 6.34 4.26 1.74 .408 349.5 3.58
12 5.92 45.6 1,690 7,19 4.29 1.84 • ：429 393.9 4.04
13 4,06 47.0 1,886 8,03 4.40 2.01 ‘ 457 428.6 4.40
14 6.39 48.3 2,20 ア 9.39 4.56 2.14 .469 484.0 4.06
15 2.52 50.3 2,705 11.51 4.71 2.22 .471 574/3 5.89
16 2.21 49.2 3,596 15.30 4.72 2.12 .449 761.9 7.81

昭和4がftの家f十調查年報，pp.106〜107.
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家計調査における所得分布と世帯成員数との閱連

第 4 表世帯 ま ;の定期収入階級別にみた世帯月間収入，lii：帯成貫数 

世帯有業者及び世帯主の年齢（勤労者世帶）

① 

世带年till 
収入階级

②

世 帯 数  

(調整振計）

③ 

世带fitの- 
: f均ゴド，雕

④ 
キ-|1训义入 
の)Mなり 
の平均  

( ! ' } ) .

⑥ 

その指数

⑥ 
世帯成 
の平均人 
数

⑦ 

f c l?の平

m m 港

⑧ .

そめ有業• 
率 (⑦/⑥)

⑧
世带I f U 人
せrりの 
均収入 

(®/®)(ni)

その指数

1 3,74 42.3 34,281 1.00 3.81 1.68 .441 8,998 1.00
2 0.92 48.1 46,172 1.35 3.40 1.94 .571 13,580 1.51
3 2.47 47.1 ,64,706 1.89 3.32 i.89 .569 19,490 2.17
4 5.49 42.8 70,936 2.07 3.59 1.80 .501 19,759■ 2.20

,5 10.85 39.6 78,472 2.29/ 3.66 1.62 .443 21,440 2.38

6 14.99 38.8 89,505 2.61 3.79 1.55 .409 23,616 2.62

7 16‘ 20 39.2 102,142 2.98 3.87 1.50 .388 26,393 2.93

8 13.81 40.2 116,324 3.39 4.03 1.51 ‘ 375 28,865 . 3.21

9 10.54 41.4 131,005 3,82 4.11 1.48 .360 31,875: 3.54

10 7.07 42.4 145,283 4.24 4.17 1.47 .353 34,840 3.87

11 7.62 43.9 161,420 4.71 4.09 1.48 ,362 39,467 4.39

12 3.01 44.5 185,384 5‘ 41 4.07 1.44 .354 45,549 5.06

13 1.39 45.6 204,922 5.98 3.89 1.37 .352 52,679 、 5.85

14 0.63 46.1 235,077 6.86 4.06 1.51 ‘ 372 57,901 6.44

15 0.38 48.3 . 253,073 7.38 3.78 1.44 .381 66»951 7:44

16 0.47 45.3 278,717 8.13 4.17 1.29 .309 66,839 7.43

17 0.22 51.3 369,800 10.79 3.60 1.38 .383 102,722 11.42

5 18 0.19 52.3 447,555 13.06 3.66 1.26 .344 122,283 13.59

昭和45年の家計調查年報，pp.194〜195.

第 5 表世帯規模別にみた世帯収入，成員 1 人当りの 

収入及びその他の変数（全国勤労者世帯）

①

世 '1 の規模 

( 人数）

③

世 带 数  

(調働 5計）

③

世 带 主 の 

平均ザ-隙

④

世带当り 

ギi 紫 あ

⑤

) ] [iii の 
*■突 収 入J 
(1000 PI)

..⑥

その街数

■ ^ ⑦
说，び,:成貝?■人 
e,りの収入 
(⑥/①） 
(1000F1)

⑧

その招数

2.00 598 43.6 1.32 • 95.4 1.00 47.7 . 1.00

3.00 1,246 40.1 1.40 102.3 1.07 34.1 .72

4.00 2,099 40.1 1.49 115.3 1.21 28.8 .60

5.00 846 42.0 1.76 125,7 1.32 25.1 .53

6.00 291 42.7 2.04 129.1 1.35 21.5 .45

7.00 92 44.8 2.32 137.5 1.44 19.6 .41

8.18 25 46.0 3.19 135.1 1.42 16.5 .35

PH和45年の家計調査年報，PP* 88〜8 9 . .

この現象は，ジニー係数によっても確認できる。 まず，第 2表 の ,第 2番目， 4,番目の欄のデ一 

タを用い，世帯問の所得分布を示すジュー係数を計算し，また第2番目， 6番目， 9番目の欄のデ 

タを用い,，個人問のジニー係数を計算することができる。さらに，第 5 表の場合にも，第 1 ,2 , 

5, 7 番目の欄のデータを用い, それぞれのジュー係数を計算することができる。 このようにして計 

• —一一 21(727)  ---



家計調査における所得分布と世帯成員数との関連

第6m 世帯年間収入別及び世帯親摸別の世帯間または 

個人間の所得分布によるジニ一 係数

世带年問収入別の圾合 货 帯 规 段 :別 の 場 合

世带 fillの分布 個人110のクチ布世報問の分:/tr 倘人問の分:/[T
1963ギ .2261 .1776 .0658 .1133
1964ギ .2154 .1705 .0684 .1053
1965 年 .2077 .1606 .0659 .1068
1966年 .2136 .1673 .0627 .1084
1967 年 .2179 .1751 .0589 .1083
1968ゴP .2028 .1589 .0541 .1101
1969年 .1888 .1473 .0479 .1125
1970ギ .1879 .1443 .0527 .1050
197昨 .1875 .1490 .0468 .1131

筆港は報ギの家計調を 

年報のデ〜夕によって 

ジニー係数を評律した。

第2因世帯年間収入別®^び世帯規模別の世帯間または 

個人間の所得分★'によるロ.一 レンッ曲線の勒を

• ■ i lt帯数の累計 •
. (パ'— 1：̂ ント）

算したジニー係数は，昭和 38年から4 6年に至るまで，勤労者の世帯に限られるが，第 0 表に掲げ 

てある。そこでも明らかなように，第 1 の方法によった場合には，個人間の所得分布が世帯間の所 

得分布’ より，やや平等的に示され，第 2 の方法によった場☆ には，個人問の分布は，世帯間の分布 

より，かなり不平等的に示されている。

第 2 図では， 昭和 4 5年の係数に限られて<1̂、るが， 第 6 表で掲げた4 つのジニー係数の関係をは 

っきりと読みとることができる。第 1 の方法による「平等向きの効鬼J , さらに第2 の方法による 

r逆転的な効果J が示されている。 全世帯（勤労者世帯とその他の世带のィJ 許）の場合，世帯银摸別の 

年問収入の見糖りと月間の「実収入」とがともに年報に書かれていないのが残念であるが，勤労者 

世帯と全世帯の支出を世帯媒模別に比べてみると,このr逆転的な効果」 は， 他の世帯間の場合 

に，一層撒くまわれると推測できそうである。正しくいえぱ，倘人間のジニー係数と世帯規模別の

—— 22(728) ——
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家計調査における所得分亦と世帯成員数との関連

世帯間のジニー係数は，共に，世帯の収入階級または世帯規模階級における平均1 人当り収入の数 

字から計算されている。従って，これらの場合は，各所得単位の収入による順序の場合とは違い，

一  レンク曲線がなめらかな弧線にはならないのである。むしろ，これらの曲線は，実際には，そ 

のそれぞれの階級の空間中で波状に変動しているのである。それ故, これらの曲線は,同じデータ 

でも，世帯の単位か個人の単位の実収入に基づいて計算したジニー係数を用いる場合,平均収入額 

に基づいて計算したジュ一係数を用いる場合よりは，もゥと非平等的な傾向をポすのである。従っ 

て，第 2 因のA 曲線からS 曲線への動きが有意かと♦うかという問題点が残るが， しかし，C 曲!^  

は！)曲線へとシフトし， より-^層弓なりになるので， そ の r逆15的効果J は， 実際には， さらに 

強くなるものと考えられる。

従って，結論として，世帯の場合にも規模の経済が働いていることを認めたとしても，第 2 表の 

「平等化向'きな効果J と第5 表 の r逆転的な効果」の謎が残っている。‘データ分類方法のどちらを 

高く評i i し，どちらを最終的に認めるべきかということは，ここでは判断できないが，それにもか 

かわらず，はっきりしていをことは，r貧乏人の子沢山J と違って, 世籍の収入と世帯め成員数力V  

統計的な正の相関関係を持つととである。この相関関係を少なくとも部分的に説明するために,次 

の節で世带のライフ，サイクルに注意を仏っておこう。

F . 所得水準と世帯のライフ，サイクル

- . . ■ . .

「年功J あるいは「年功序列」という概念は， 日本の社会科学， あるいは，それに関する文献に

頻繁に使われているようである。 周知の如く， 日本の特徴としての「年功序列J は，「功J よりも
, ( 4 )

「年」，あるいは「先任主義」を強調していくケースが多いと思われる。年功的賃金が，日本の特徴

かどうか，という譲論は別の機会に残しておきたいのである力' ; , こ の 「年功」の説によると，男子

は，彼が若い時には，独身として生活費も賃金も低いが，その後，結婚して「世帯の倍増J に応じ

て家針費も賃金も上がり，さらに子供ができると，支出も収入も上昇が必要とされる。そして，子

供が学校をギ案して職に就き， しばらくして， それが娘ならぱ嫁に行き， 息子ならぱ応独立す

る。 したがって，世帯の成員数とその生活費及び世帯主の賃金水準は再び老夫婦のものになるほず

である。第 7 表で，世帯主年齢によるデータを見ると，このような「年功の効采J が鋭察される

のである。 しかし，この効果は，実際には，どうあらわれてくるであろうか。確かに，以下の観察

からもわかる通り，いずれの場合にも，この効果は観察されうると思われるが，第 7 表の詳細な考

察の'通り，単 純 な 「年功的な効果」ニ「世帯主のライブ• サイクルの効果J だけというよりも，むし

注（4 ) 例えぱ，管見の限りではSbるが，藤ひ1巷雄『F!本の労働組合<3 (览M ，日本勞⑥協会，昭和47̂ 1̂0, pp. 41-44, 54- 

55, 65-67, 72-74.舟橋fAl道 *̂*15換期の資金f服fli (東京，R本評論社，1旧和46^^), pp. 39-56, 162-169. jZS村霜通

f 日 本 の 賃 金 問 ば (都， ミネルグダ書房，昭和39ゴJぶ た 4 5 年) , p p . 19- 24.
* .

—— 23(729)
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家評調をにおける所得分布と世带成員数との関連

第7表世帯主の年齢別にみた諸変数（全国•勤労者世帯）

世帯主の 
年齢階級

③

世帯主の年齢
⑧ , 

世 帝 の  
「実収入J 旧〉

⑥

世帯主の収入 
(P3)

⑥

世帯成員数

⑦

世帯の有業者

~24 128 22.8 79, 317 56,816 2.88 1.53

25 〜 29 967 27‘ 6 87, 250 74, 565 3.22 1.36

30 〜 34 1815 32. 2 96.482 85, 741 3.84 1.32

35 〜 39 1997 36.9 108,222 95,905 4 .18 1.37

46 〜 44 ' 1770 41.9 123,100 106 ,751• 4. 20 1.46

45-49 1323 46. 7 132, 740 110, 541 4.05 1.67

50〜ち4 877 52.0 136, 343、 106, 357 3.88 2. 03

55-59 627 56.7 127,168 92,565 3. 64 2.08

60.〜 64 317 61.8 ' ： 112,696 74. 581 3.59 2.02

65〜 180 68,1 85, 877 57,002 • 3,13 1.79

, 昭和45年の家計調査年報，PD.88〜89. . .

ろ， I-世帯自体のライ；7 • サイクルの効果J が作用しているといえる。この点に開しては，第 7 表 

との関連で後に触れるところであるが，しばらくは, 別の視角からこの「年功的効果」を検討して 

いこぅ。

こ の r年功的効果J という現象を通じて世帯収入と規模との関連をたしかめるには，方法はやや 

問接的となる力り2 つの段階がある。まず第1 段階として，世帯規模と世帯主のライフ.サイクル 

( ニ世帯主の年齢）との間に相関関係があるかどうか，次に第2 の段階として，世帯の収入と世帯主 

の年齢，あるいはライフ . サイクルとの間に, 相関関係があるかどうかを調べていくこ'とである。 

いずれの場合にも，相関関係が認められれば，帰納的推論によって，世帯収入と世帯規模との正の 

相関関係を，世帯主のライフ，サイクルによって説明することがでぎるといえよう。 .

さて，第 3, 4, 5 図で、は，第 2, 3, 4 表のうちからのいくつかを因式化したものである。横軸は 

世帯年間収入階級（第3, 4 表の場合）と世帯主の定期収入階級（第5表）を示している力;，世帯年間 

収入をとる場合と世得主の定期収入をとる場合とでは, 結果がかなり異なる。世帯年間収入階級の 

場合には，世帯主の平均年蹄は，第 1 階級目から第5 ないしは7 階級,目ぐらいまでは減少してい'る 

が， 7 階級 !nから一貫して増加しているのである。 しかし世帯主の定期収入階級の場合にも，そ 

れが，第 2 階級目から第6 隙級目までは減少しており，第 6 階級 1̂1から第18階級目までは，第 16 

隙級目のケースを除けぱ，増加しているのである。全般的にいえぱ，世帯収入と世帯主の年齡は， 

第 3 図の場合,無相関 , 第 4 因の場合, やや負の相関,第5 図の場合やや正の相関を持つようであ 

る。それ故に，世帯の総入と世帯主の年齢との問め相関関係はやや複雑で f c り，弱いようである 

ときえざるをえない。また，全 世 帯 （第4 因）の場合でも，勤労者世帯（第5 図）の場合でも，世帯 

の総収入との間により明瞭な相関関係をせるのは , 1il:帯の有業者数，並びにそれに関速のあるよ

—— 24(75の —



家計調をにおける所得分布と世帯成員数との関速、

第3 図世帯年間収入階級別にみた世帯月間収入‘世帯成員数 

♦世帯有室者及び世帯主の年齢（勤労者世帯）

第4 図世常年間収入陪級別にみた堆帯年間収入，世帯 

成員数，世帯有業者及び世書主の年齢(全世帯）

第5図世帯主の定期収入階級別にみた世帯月間収入，世帯 

成.員数 . 世帯有業者及び世帯主の年齢(勤労者世帯）

25(731)
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家計調査における所得分布と世帯成員数との関速

第6因世厳主©年齡別にみた世帯の総収入と世帯主の収入 

(勤労者世帯，月間の•■実収入J)

注 ：括弧内は，世帯の総収入の中の世帯主の収入のパーセントを示す。

昭和45年の家許調查年報，pp. 88〜89.
.  .

うな世帯成員数である。この点に関して，第 5 図は，異なった結果を示しているが，これについて 

は，結論の部分で再び述べるつもりである。従って，話しは前に戾るが，なるほど，世帯は労働力 

に参加すれぱするほどその収入を増加させ，また，労働力に-参加することは世帯成員数に依存して 

いるということがいえそうである。結論として，世帯主のライフ • サイクルではなく，世帯自体の 

ラ イ フ . サイクルの方が重要でちるといえる。 すなわち，このことは， r世帯主のライフ•サイク 

ルの効果」と同時に， r労働力の参加め効果J が存在していることを示しているのである。

この説明に関して，第 7 表を図式化した第6 図が役立つ。この図から，上述した2 つの効果を観 

察することができよう。2 4歳以下の年齢階級から25歳〜2 9歳の年船階級にわたっては，有業者が 

1 .5 3人から丄3 6 人まで減少していくゼ、、この年齡階級の間では，世帯の総収入は増加してレネ。 

しかしとの場合，増加といっても，これは世帯主の収入の増加に比べれぱ鋪いもので，商方の効渠 

が同に働いているといえよう。 そして，第 2 階級目から第5 階 級 目 （40から44歳までの年齡) に， 

かけては，世帯の総収入は，世错主の収入の増加に正比例して増加するのである。この年齢間ではt 

いわゆる「年功的な効果j  =  r世帯主の.ライプ • サイクルの効果J が作用している。 しかし世帯主の 

収入は, 3 0歳から 3 5歳までの間では，世帯の総収入のうち最高のパーセヴトを占め，その後減少 

していくので， 3 5 歳以後では「年功的な効果J が弱まると思われる。. こ の r年功的な効架J に対 

して，「労働力の参加の効果」が 40 歳以後徐々に高まるが，5 5歳以後では商方の効果が作用してい

. 一 一- 26(752) 一一
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家評調査における所得分布と世帯成員数との閱速

るように思える。

次に，この現象を時間的にみた場合，どのょうな変化が生じたがをここで若干考察してみょう。 

変化の1 つは ,世帯主の「年功的収入J あるV、は r年功的曲線J に関するものである。その曲線の 

頂点は，慣習的な定年の年齡= 5 5 歳におこるはずであるが， 最近では. （旧和42年から) ，. .それは，

50歳から5 4歳までの間から，4 5歳から4 9歳までの間に移ってしまった0 で あ る 説 に よ れ ば , 

これは初任給の著しい増加を反映する中年齢者のいわゆる{111線 の r中她み丄という現象を修正しょ 

うとする努力によっヤ行なわれてきたものであるといわれている。

最後に， 「貧乏人の子沢山J という譲が， どうして現われてt たかという問題を社舍成層論の1 

つの問題点として残しておきたいが，それが事まではないということは明らかにしておくべきであ 

ろう。このょ'うに考えると，か つ て 「貧乏人の子沢山J というょうなE 象が戦前生じだかどうかは 

わからないが，家族計画の概念，それに関する認識は，変化を余儀なくさせられてきたのではない 

かと思われる。戦後は，戦前と違って人口の上昇率を減少さをうとする者え方が普及し人工墮胎 

を認める法律が施行された。これは，徳川社会で行なわれていた人口制限の習慣と同様に,家計苦 

難のため人工堕胎を許可し，主に中下級の社会の世帯で実施されている。そのために，世帯の収入 

と親摸は，正の相関関係があると思われる。

V . 家族制度とその時系列的な変化

戦後は，いわゆる「核家族化J という現象がはっきりとあらわれている。第 8表にょると,世带 

の成員数は，昭和 35年のも71人 か ら 46年の 3. 87人まで減少してきた。 同時に， 右業者は35 

年の 1 .45人から， 46年の 1.54 人まで増えてきた9 その結果として，世帯の平均有業者率力';かな 

り上昇し，日本の労働力の相当な拡大をもたらしたといえる’。ここで，所得分ホに関して，これら 

の倾向が如何な？T意味を持つかについて撒れておこう。

その1 つは，「世帯」という単位の'変化に関するものである。「核家族化」 という過程は，世帯の 

中から，働かないもの（特に老人）を挑除L■ょうとする過程であっ その結果として,まず働い 

ていないものを働かせょうとする顏向となる。 その上，「核家族」という単位は， 拡大家族という 

単位より，標準化してきた;t いうことである。従って，世帯の規模が，世帯のラィフ，サイクル, 

あるいは世帯主の年齡に応じて，それとの間に強い相関関係を示すか，または所得水举との相関の

有無といった問題は/ 所得分布も研究する者にとって興味深いも，のであろう。核家族化の過程にょ
. , ■ •

ってもたらされるもう1 つの問題は，まだはっきり観察されたわけではないが，男女の社会的役制， 

あるいは経済的地位についての再考察が必要とされるということである。 しかし，この点に関して*̂ 

家言十調査のデータは, 男女の稼得能力の差別についで触れて’いないため，今後この側面について注

— - 27(733} —
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家計調’查における所得分布と世帯成き数との関連

第8表時系列的にみた世帯の成員数’世帯の有業者 

及び有業率（全国，勤労者世帯〉 ,

m
1
雜m
m1
mm
61
m
i
m
:r'

m

I

；l

■J

I4
m

昭和26年から46年までの家g十調ま年報。 •

• , • • .  - 

意を払う必要があろう。しかし, 世帯の収入瘾康別のデータがある。第 9表によ‘ると，核所得者と

非核所得者とのそれぞれの収入の総収入に占める構成比ほ，かなり安定してきたのである。しかし，

その配偶者1人当りの収入及びその他の世帯員の1人当りの収入実額，またはそれらの時間当りの

第9ま世帯収入 ’の構成，家計内の地位及び所得源桌別 

(全国，勤労者iy；帯） ’

28(754)

(%)

1963年 1964年 1965年 1966年 1967年 1968年 1969年 1970年 1971年

I 世帯美収入 100. 00 100. 00 100. 00 100. 00 100. 00 100.00 100.00 100. 00 100. 00

n . 勤め先の収入 93. 25 93. 06 93. 22 93. 28. 93. 88 93.58 93. 48 93. 33 93. 86

A .世 帯 生 82. 68 82. 68 82. 78 83.46 83. 54 83.14 83. 70 ‘ 83. 67 84. 08

B .配 偶 者 3. 81 3> 88 4. 43 3. 56 4. 30 ■ 4.81 4. 84 4. 57 4. 96

C .他の世帯員 6. 76 6. 50 6, 01 6. 26 6.04 5. 63 4. 94 6‘ 09 4 82

n i .事 業 内 職 2. 24 2.15 2. 26 2. 49 2. 42 2. 58 2.72 2. 85 %  53

I V .他 の 収 入 4‘ 51 4. 78 4‘ 50 4‘ 23 3.70 3. 85 3‘ 80 3. 81 3. 61

m
p i1I
MI #m
y

[i

i

I
.•^xM

m

■1

i  
1  1 
I  

;ま

①
.年 世帯の平均成員数

巧
世帯の平均有業者数 有業率③ AD

1951年 4. 68 1.38 29. 5

. 1,952 年 4. 68. 1.41 29. 6

1953 年 4. 79 1.44 30.1

1954 年 4.80 1.46 30. 8

1955 年 4. 71 1.45 30. 8

1956 年 4.45 ■ ' 1;46 32.8

1957 年 4.45. . 1.47 33.0

1958 年 4.46 ■ 1 . 48 33.2

1959 年 4. 41 1.51 34. 2

1960 年 4. 36 1.52 34.9

1961年 , 4.22 1.50 35. 5

1962 年 4,17 1.49 35. 7

1963 年 4 .19 ' . 1 . 53 36. 5 、

1964 年 4 .16 L 52 36.5

1965 年 4,12 1.52 3,6. 9

1966 年 4.07 1.54 . 3 7 . 8

1967 年 4. 04 1.54 - 38.1

1988 年 3. 97 1.54 38.8

1969 年 3. 89 , 1.53 39. 3

1970 年 3. 90 L55 39.7

1971年 3.87 1.54 39. 8’

mJ

J

J

.

l

t

_
Jゾ—*a
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家計調查における所得分布と世帯成員数との関連 

収入実額が分らなぃのである。それにもかかわらず, この安定してきた状態を揺さぶる潜在的;^ぶ要 

因は，u n isexとぃう意識の普及，ウーマン . リブとぃう女性運動 • 婦人連動の具体化•労働力不 

足の深刻化きによって，予見されるところのものでもる。

さらに，もう1 つの問題は，非核所得者の増減と所得分ホの動きとの関係である。との点に関し 

て，核所得者（世帯主）の収入額順序と非核所得者間のそれとの相関関係が，問題の中心となる。例 

えぱ，相関関係は，正の 1 .0に近ければ近ぃほど世帯間の分布に影響を与えなぃが，貧の1 .0に近 

ければ近ぃほど, その分布を平等化させ，また核所得者，非核所得者の！R入オ會成比が半々になれば 

なるほど，貪の1 .0 とぃう相関係数の場合に限れば，世帯間の分ホが完全平等になるのである。現 

実には, 核所得者の収入と非核所得者の収みの相関関係は正であって， 1 より小である。その限り 

で，世帯の所得分布は，世帯主の分布より平等になる。この効果は，第10 ,11表でジニー係数によ 

って示されて'ぃる。この分析のために一番役立0 データは，世帯主の収入によっ-t；整理されたもの. 

である。 し力、し，データはその形"t?発表されてぃなぃ。それに近いのは，世帯主の定期収入によっ 

て分類されたものである。 し か し 结 10ま世帯主の定期収入階級判にみた世帯間及び世帯主問の 

残念なこ とに， との種のデータ 所得分ホのジニー係数（全® ，勤労者世帯）

は，最近の3 年間しかないことで 

ある。そこで, その代りのも‘のと 

して，世帯の年問収入によって整 

理した世帯の月間の r実収入」 と 

世帯主の月間収入を用いたのであ 

る。との 2 つの表によると，この 

効果がどの程度作用しているかと 

いうことがわかる。この効果は， 

①非核所得者の所得比率,②世帯 

の非核所得者の人数と比例し，③ 

核 ，非核所得者の収入額の相関揉 

数と反:比例する。家計調査の場合 

には，非▲ 所得者の人数は，第 8 

表によると，調查方法が改正され 

た昭和38年以降，38年の L 53か 

ら45年の 1.55人に増えて，大き 

くかわらなかったといえる。 しか 

し， 昭和 37年以前については，

①

世带主間のジュー 
係数

②

世帯間のジニー係 
数

③
ジニー係数に対す 
る労働力の参加の 
効果②/①

(バーセント，

1969年 . 2413 . 1920 79‘ 54

1970年 ‘ 2498 . 1965 76. 70

19n年 . 2444 . 1965 . 80.40

第11表世帯の年間収入階級別にみた世帯間及び世帯主間の所 

得分布のジニー係数（全国，勤労者世帯）

①

世帯間のジニー係 
数

②

世帯主間のジニー 
係数：

③
ジニー係数に対す 
る労働力の参加の 
効果②/①

{パ一セント》

1963年 .2261 . 2116 93.54

1964年 . 2154 . 1980 91.92

1965年 .2077 . 1912 92, 06

1966年 . 2136 . 1917 89.74

1967年 ‘ 2179 .2005 92. 02

W68年 .2028 , . 1766 87.08

1969年 . 1888 . 1628 86.23

1970年 . 1879 ‘ 1618 86.11

1971年 . 1875 . 1600 85. 33 、.

29(755)'
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家計調査における所得分布と世带成員数との関連

第 1全ま下位体系の要因別にみた世帯の収入とその他の耍囚 

(載® のデータを除いた場合は勤労者世帯）
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家計調查における所得分布と世裕成員 教 と の 閱 ま ■

第 7 図下位体系の要因別にみた世書の収入とその他の因 

(職種デ一タを除、、た場合は勤労者世帯）

A , 都市规模

収 入

有業者数 

世彼主の年输 

成廣数

im 小 »い 小 大
都
ilr 都

都
■|jj 都

村 B 市 A ill

B . 地 方

C . 業親模

D . 遊 業

31(757)



家計調查における所得分布と世帯成員数との関速

E . 職 種

成貝数 
収 入  
有業者数 

，'，世带生の年臉

世带収入の低い職®  -t 世带収入の高い職僮

26年の 1.38人から37年の L  50人になり， この効東はかなり作用していたのではないかと推測さ 

れる。

. . . . '  . .1 ■ . ‘

VI. 社会成層的下位体系における世帯入と世帯規模の変化

最後をと，世帯の収入と他のライフ，サイクルの要因を，社会成層的下位体系別にみながら，これ

まで檢討してきた4 っの変数（世帯収入. 世帯成員数，世带有業者数及び世帯主の年酌）が，如何なる開

係をもっかということを取り扱っていく。ここで強調したいことは，所得格差をもたらす要因は，

いわゆる r年功的な効果J ないしは *'家族制の内在的な要因J のみに限られず，一般の社会体系に

おける様々な下位体系にある要因をも含むということである。すなわち, 所 得 ‘ 貧金格差ゆ，年齢

だけでなく，地 方 ，都市規模 . 産業，職種 . 企業親模，性別等，様々な下位体系中め差異（= その
»

それぞれの下位体系における成層別）によって生ずるのである。それ故, 1 っの下位体系における格差 

は，他の下位体系における格差を部分的に相殺したり，あるいはそれを拡散してしまうといえよう。 

っまり，全体の体系の中にある1 つの下位体系における現象として，この世帯のライフ♦サイクル 

の効果，または日本独特の年功賃金を考えれば, ，一層この2 っの効果の作用の関速の理解が可能と

いぇよぅ。 . . ’ ' ■

なお， 第 12表と，それに伴う第5 図をみれば， この他の下位体系の耍因と家族制の要因との関 

係がわかるであろう。ここで取り扱った他の下位体系の変数は, 世帯の存在する地方と都市の規模， 

世帯主の勤め先の企業提摸と， その産業，及び世帯主の職種である。結論を先に述べれば，3, も 

5 節で既に述べた諸効；3̂；：と収入との関係は，この様々な下位体系を通じた分析では，必ずしも明瞭 

とはいえないということである。企業規模別にデータを見れぱ，世帶成員数と世帯収入は，かなり 

相関関係を持っが，有業者数と収入は,，収入の低い100人以下の企業の場合，負の相関開係，収入 

の多い100人以上の企業の場合，正の相関関係を持っのである。世帯主の年齢と収入は,先任制度 

が-^番根強い宵公世帯を除けぱ，まったく無関係である。産業別にデータを整理した場合，成員数 

と収入，または有業者数と収入は，全く無関係となる。さらに, 世帯主の年跡と収入は，反比例的 

といえよう* 次いで地方別の場合には，成良数と収入, または有業者数と収入は，多少相関関係を

—— 3パ75め —
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家計調查における所得分布と世带成員数との関連 

第 13表世播成員数，世帯有業者数.世帯収入及び世帯主の年齡の相関関ぽ

企業規模 産 業 地 方 職 種 - 都市規模

年 齢 と 収 入  

成員数と収入  

有業者数と収入

無

かなり（正）

力、なり（正） 
かなり（負）

多 少 (鱼）

M：

■無

鋼

多 少 （正） 

多 少 （正）

や . や （A ) -

多 少 （正)

や や （負）

が な り （負) 

か な り （負〉 

か な り (負〉

成員数と有業者数 

年齢と 成 員 数  

年齢と有業者数

多 少 (正） 

多 少 （正） 

多 少 （正）.

や や （正） 

多 少 （正） 

力、なり（正）

かなり（正）

無

か な り （正） 

か な り （正） 

多 少 0E)

中 々 （正) 

多 少 （正） 

，多 少 （正）

持ち，年齢と収入は全く無関係である。そして職種別にみれはV 収入は，年齢及び有業者数とやや 

鱼の相関関係を持ち，成員数と多少正の相関関係を持つのである。最後に，都市規模別にデ一タを 

整理すれぱ，収入は，成員数, 有業者数及び年齢とかなり負の相関関係を持つといえるのヤある。

これらの5 つの下位体系における, 世帯ライフ，サイクルに関する4 つの要因の相関関係の状態 

は，第 13表にまとめられている。その表の下半分に掲げられたr家族制度の3 つの内在的な要因J 

は，互いに；.かなり一致して相関関係をみせている。しかし，その3 つの要因と収入は，表の上半 

分に示された如く，他の下位休系を通じてみた場合,必ずしもはっきりした関係をみせヤいないよ 

うに思われる。特に，都市規模別の場合r -ついては，収入水準は/ 世帯員数，有業者数及び世帯主 

の年齢とかなり逆比例的な傾向にあるということが目立つ。その上，観察された世帯主の年齢と世 

帯収入との相M の 5 分の 3 は負でもる。結論として，この他の5 つの下位体系における所得格差は, 

r年功的な効果J ニ「世帯主のライフ • サイクルの効果」のもたらした格差を相殺し， その効果を拡 

散 し ま た ，その意味を多様化させているように考えられるということがあげられよう。 '

■ VIL結 論
. '• .

. ：. ■

上の 4 つの節で述べたことを考慮に入れるならば，世帯の規模と収入との関係について, ここで 

最終的な結論付けを行なぅことは今の段階では困難でぁるとぃぇ̂ ^ ぁるM 及，ぁるぃは特 

定の世帯に関して，収入の増加は，世帯主のライフ•サイクルとそれに伴う成員数ゐ増加に比例し 

ているその上同時に，有業者数も，世带所得と深い関係をもち，成員数と世帯主のライフ，サイ 

クルに応じて変化をみせるのである。従って，家計調査のデータの限りでは，所得分布は，所得水 

準別の成員数の変化によって，多少平等化させられているといえよう。さらに，そのととは，先任 

主義的賞金制度と世帯のライプ♦ •イクルに関する耍因の作用を反映していることを意味するので 

ある。 しかしながら， 同時に第6 節 の 第 表 と 第 5 図の如く，他の下位体系における变数も又作 
. — 33(75P) —
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家計調查における所得分布と世带成員数との関連 

用し世帯の所得の実額に関してかなり影響力を持つことをも認めなければならないといえる。そ 

れ故，このデータは，日本の所得• 賃金格差を說明する時に，年功的な賃金の重要性を強調しすぎ 

る考え方に疑問を投げかけているといえよう。他の下位体系の要因が作用していることほ，はっき 

りしていることであり，このことは，少' なくとも，地方 ，都市規模，企業規模，崔業及び職種によ 

る差異に反映されているのである。この家計調査のデータからは，残念ながら,性別の下位体系に 

おける:̂曳能，差別による変化とその意味を取り扱うことができなかった。

最後に，この問題に関して，ポール • ダグラスの「労働力率」についての研究が，われわれにと
( 5 )

って，與味があるということを付け加えておこうぃ米国の30の都市の比較に基づくおよそ50年前 

の研究ではあるが，それによると，その都市の平均所得水準は,' その都市における有業率に反比例 

している。本稿の第12表が，都市規模別の場合に， そのぎ実を裏付けているが，地方別とその他. 

の場合には，そのことを例諷してはいない。 所得階級別にデータを整理した場合には， 第 2, 3 表 

によると，世帯収入と有業者数との相関関係は正であるが，さらに第4 表によると，それが負とな 

るのである。この# 実を考慮に入れると，有業者，または有業率は，世帯の収入でなく，世帯のラ 

イフ，サイクルによって説明ができるように考えられる。 し力、し，それにもかかわらず，第 5 表の 

如く， 1 人当りの所得水準の低下によるJE迫のため，成員数の多い世帯が有業者数も多いといi こ 

とは，ダグラスが示唆したように，経済的庄迫感，いわゆる合理的, 経済的勘機，あるいは"target 

income hypothesis**と，有業率との関係の存在を示唆するともいってもよかろう。

この動機とか認識とかいった心理的な問題は，第 8 表で示されている日本における労働力率の時 

間的変化と無関係ではない0 いくつかの世論調査によると， 平均的な日本人は,ま分の生活水準 

は，ま国の経済の箸しい成長にJtSじては上昇してこなかったと感じる，といわれている。従って， 

彼らは裕福さのためではなく，むしろ実感としての貧困のために一*生懸命働き綺けてきたのではな 

いかとも考えられる。この5 年問，大衆は，毎日，新聞で公害の問題，海外に存在する排日感情等 

についての記事を読みながらも，日本の豐言を認識し出し，労働時間の短縮，週休2 日制の要求に 

みられるように，有業率はやや減少してきたのである。つまり，上述したように,個人の相対的な 

翁富感は， 過剰労働力成員を追い出すという， 家族制の再編成の-励機となったということであろ 

う。従って，日本の世帯は，’ その有業率の増加により，一般生活水準を上昇させた限りで，ダグラ 

スの仮説に一致し，その意味で，合理的であったといえよう。その上，国際的に日本の1 人当りの 

国民所得が米国のそれの半分ぐらいでり , 日本の人口の50パーセント近くが（米国のそれは40パ 

-•セント），労働力であることを考える時，ダグラスの指摘した効果が，現在も，ある意味で作用し 

ているといえよう。

_ _ _ _  — _________ ’ , ,(法学部訪問研究員）

注（5) Paul H, Douglas, The Tkwy of Wages (New York： Augustus M, Kelly, Booksoller, Reprints of Economic 
Classics Series, 1964), pp. 269-294. ^
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